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（1）幹線道路ネットワークの主な経緯 

我が国の幹線道路ネットワークについては、明治・大正・昭和の国道網を経て、昭和

62 年に策定された第 4 次全国総合開発において、約 14,000km の高規格幹線道路

網が計画された。その後国土・地域全体の社会交流を支え、地域の連携を促すネット

ワークとして、高規格幹線道路の整備とあわせ、地域高規格道路網やこれらと一体的

に機能する広域的な幹線道路網の整備を計画的に進めるため、地域拠点をはじめ、

国土・土地利用等と整合のとれた幹線道路網計画として平成 6 年に策定（平成 10 年

に見直し）された「広域道路整備基本計画」に基づき、道路整備が推進されてきた。 

しかしながら、策定から 20年以上が経過し、その間増加するインバウンドや物流生産

性の向上、激甚化、多頻度化する災害への対応など、経済・社会における道路ネットワ

ークの果たす役割が再認識され、同時に ICT・自動運転等の技術も進展してきた。 

これらの社会情勢を背景として、平成 30年 3月 30日に成立、同月 31日に公布さ

れた「道路法等の一部を改正する法律」（平成 30年法律第 6号）により、平常時・災害

時を問わない安定的な輸送を確保するため、国土交通大臣が物流上重要な道路輸

送網を指定する「重要物流道路制度」が創設された。 

さらに令和 2 年 3 月には我が国の急速な人口減少や激甚化・頻発化する災害への

備え、渋滞や事故といった道路交通課題などに対応し、我が国の生産性や国際競争

力を高め、持続可能な社会の構築を図るため、新たな広域道路ネットワークのあり方の

方向性について検討を行うことを目的に、「新たな広域道路ネットワークに関する検討

会」が設置され、同年 6 月には「中間とりまとめ」が公表された。 

「中間とりまとめ」においても、災害に備えたリダンダンシー確保・国土強靭化が基本

戦略として挙げられており、我が国においては、激甚化・頻発化する災害への対応が喫

緊の課題となっている。これまで、「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策

（平成 30年 12月閣議決定）」により、特に緊急に実施すべき施策について取組を集中

的に実施してきたが、未だ十分とは言えないため、令和 2年 12月に「防災・減災、国土

強靱化のための５か年加速化対策」が閣議決定された。交通ネットワーク・ライフライン

を維持し、国民経済・生活を支えるための対策として、高規格道路のミッシングリンク解

消等の道路ネットワークの機能強化が重点対策として位置づけられた。 
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（2）新広域道路交通計画とは 

本計画は中枢・中核都市等を中心とする地域の自立圏の形成等の新たな国土構

造の形成や、インバウンドや国際物流の増加への対応等のグローバル化、災害リスク増

大への対応や代替機能の強化等の国土強靱化といった新たな社会・経済の要請に応

えられるよう、各交通機関との連携強化やＩＣＴ活用・自動運転社会への対応も見据え、

新たな広域道路交通計画として策定されるものである。なお、新たな広域道路交通計

画のうち、中国地方の今後の道路のあり方や方針については「ビジョン」で取扱い、本計

画はビジョンに基づき、高規格幹線道路や、これを補完する広域的な道路ネットワーク

（地域高規格、直轄国道等）を中心とした必要な路線の強化や絞り込み等を行いなが

ら、平常時・災害時及び物流・人流の観点を踏まえた具体のネットワーク計画を策定す

るものとする。 

 

（3）計画期間 

本計画の計画期間は、概ね 20～30 年間を対象とする。なお、今後の社会経済の

動向等を勘案しつつ、必要に応じて、計画を見直すこととする。 

 

（4）対象地域 

本計画の対象地域は、中国地方内の 5 県（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山

口県）とする。 
 

 

▲重要物流道路を契機とした「新たな広域道路交通計画」の策定について 

出典/第 1 回 新たな広域道路ネットワークに関する検討会 配付資料 
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（1）基本戦略 

広域道路ネットワークについては、地域、そして我が国の経済活動を支える基盤であ

るが、各地域の実情に応じて必要となる拠点連絡等の強化を検討する必要があり、そ

の効果を早期に発現させるため、効率的に道路ネットワークを構築する必要がある。 

そのため、都市間連絡速度、高速道路や一般道路の渋滞、拠点へのアクセス性、

災害時のリダンダンシーなどの現状の交通課題の解消を図る観点やアジア・ユーラシア

ダイナミズムを踏まえた２面活用型国土や新型コロナウイルス感染症の経験を踏まえた

社会の変化の可能性への備え等の新たな国土形成の観点が重要であり、これら｢両

輪｣となる観点を踏まえ、次の基本戦略に沿って、広域道路ネットワークの効率的な強

化を図っていく必要がある。 

 

【5 つの基本戦略】 

１）中枢中核都市等を核としたブロッ

ク都市圏の形成 
 

人口減少社会への対応や自動運転技術の進展等

を踏まえ、中枢中核都市や連携中枢都市圏、定住

自立圏等の経済・生活圏を相互に連絡し、これらの

交流・連携を促進する。 

２）我が国を牽引する大都市圏等の

競争力や魅力の向上 
 
三大都市圏やブロック都市圏内の拠点間連絡、環

状連絡を強化し、都市圏の競争力や魅力の向上を

図る。 

３）空港・港湾等の交通拠点へのアク

セス強化 
 
グローバルな対流を促進するため、空港・港湾等の

交通拠点へのアクセスを強化し、人やモノの流れの

効率化を図る。 

４）災害に備えたリダンダンシー確保・

国土強靱化 
 
広域道路ネットワークを強化することにより、巨大災

害や頻発・激甚化する自然災害に備えたリダンダン

シーの確保や国土強靱化を推進する。 

５）国土の更なる有効活用や適正な

管理 
 

広域道路ネットワークを強化することにより、アジア・

ユーラシアダイナミズムを踏まえた日本海・太平洋２

面活用型国土の形成や、半島地域を含めた国土

の更なる有効活用・適正な管理を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 1.広域道路ネットワーク 

第 2 章 広域道路ネットワーク計画 
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（2）広域道路ネットワークの階層 

高規格幹線道路網は、昭和 62年に策定された第四次全国総合開発計画において、

以下の考え方で計画された約 14,000km のネットワークである。 

・全国の都市・農村地区から概ね１時間以内で到達 

・重要な空港・港湾の大部分と概ね 30 分で連絡 

・人口 10 万人以上の全ての都市とインターチェンジで連絡 

 

前述の基本戦略を実現するためには、全国的な広域移動を支える高規格幹線道

路を補完し、また、それと一体となって機能する広域道路ネットワークが必要である。た

だし、連絡する拠点の重要性や、通過する交通の特性により、個々の道路に求められ

るサービスレベルは異なることから、広域道路ネットワークには階層性を持たせて、効率

的に強化することが望ましい。 

 

【高規格道路】 

高規格道路とは、人流・物流の円滑化や活性

化によって我が国の経済活動を支えるとともに、激

甚化、頻発化、広域化する災害からの迅速な復

旧・復興を図るため、主要な都市や重要な空港・

港湾を連絡するなど、高速自動車国道を含め、こ

れと一体となって機能する、もしくはそれらを補完し

て機能する広域的な道路ネットワークを構成し、地

域の実情や将来像（概ね 20～30 年後）に照らし

た事業の重要性・緊急性や、地域の活性化や大都市圏の機能向上等の施策との関

連性が高く、十分な効果が期待できる道路である。 

以上のことから、下記のいずれかに該当する道路を高規格道路とすべきである。 

・ブロック都市圏間を連絡する道路 

・ブロック都市圏内の拠点連絡や中心都市を環状に連絡する道路 

・上記道路と重要な空港・港湾を連絡する道路 

なお、高規格道路については、当該道路により拠点間を連絡する時間短縮率が相

当程度あること又は防災・減災、国土強靱化の観点から 、リダンダンシーの有効性が

あることを確認する必要がある。 
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【一般広域道路】 

  広域道路（基幹道路）のうち、高規格道路以外の道路である。 

下記のいずれかに該当する道路を一般広域道路とすべきである。 

 ・広域交通の拠点となる都市を効率的かつ効果的に連絡する道路 

 ・高規格道路や上記道路と重要な空港・港湾等を連絡する道路 

なお、一般広域道路については、県境を越える交通や大型車交通（大型車混入率、

大型車交通量等）の状況及び人口や面積に対する道路網値が地域毎に著しく大きな

偏りがないことを確認する必要がある。 

（3）広域道路ネットワークに求められる機能・役割 

【高規格道路】 

高規格道路については、広域道路（基幹道路）の中でも、ブロック都市圏の中心都

市同士を直接連絡するなど、より広域的な移動が必要な道路等であることから、より高

いサービス速度が求められる。 

社会資本整備重点計画（平成 27 年９月 18 日）において、重点施策の達成状況を

測定するため代表的な指標(ＫＰＩ)として「道路による都市間速達性の確保率(60km/h

が確保されている割合)」が設定されていることから、高規格道路のサービス速度は概

ね 60km/h以上が必要である。全線にわたって、交通量が多い主要道路との交差点の

立体化や沿道の土地利用状況等を踏まえた沿道アクセスコントロール等を図ることによ

り、求められるサービス速度の確保等を図る必要がある。 

中国地方は近畿、四国、九州の 3 地域と山陽自動車道や中国自動車道、瀬戸中

央自動車道などの高規格幹線道路網で結ばれている地域であり、中国地方内だけで

なく、中国地方を跨ぐ広域的な流動も支えており、平常時・災害時を問わない安定的

な輸送を確保することが機能・役割として求められている。 

 

【一般広域道路】 

一般広域道路については、円滑な拠点間連絡を図ることが求められるが、我が国の

都市間連絡速度については、諸外国が概ね 80km/h を確保している一方で、約半数

の都市間が 60km/h を満たしていない状況である。このため、社会資本整備重点計画

（平成 27年９月 18日）においては、重点施策の達成状況を測定するため代表的な指

標(ＫＰＩ)として「道路による都市間速達性の確保率(60km/h が確保されている割合)」

を設定している。 

道路法における道路の分類については、各道路が目的とするネットワークの広域性

等の観点から、高速自動車国道、一般国道、都道府県道、市町村道に分類されてい

る。平均旅行速度は高速自動車国道で約 86km/h、直轄国道で約 35km/h となって

いる。 
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都市間連絡については、高規格道路を補完し、また、それと一体となって機能する

一般広域道路が主な経路であることから、現状の直轄国道の平均速度を踏まえ、サー

ビス速度は概ね 40km/h 以上が必要である。現道の特に課題の大きい区間において、

部分的に改良等を行い、求められるサービス速度の確保等を図ることが求められる。 

中国地方は、山陽側の都市に人口が集中している一方、山陰側や中山間には比較

的人口規模の小さい都市が多く点在し、分散型の地域構造となっていることから、都市

間を有機的に連携させるため、道路ネットワークとして効率的かつ効果的に連絡する機

能・役割が求められている。 
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（4）拠点設定 

ア）拠点設定の考え方 

基本戦略（広域道路ネットワークの強化の方向性）に沿って、広域道路ネットワークの

効率的な強化を図るうえで考慮すべき拠点について設定を行った。 

 

▼拠点設定の考え方 

都市 都市の概要 
法令等による 

位置づけ 

都

市 

中枢中核都市 

①産業活動の発展のための環境、②広域的な

事業活動、住民生活等の基盤、③国際的な投

資の受入環境、④都市の集積性・自立性等の

機能・性格が備わっている都市。 

東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）

以外に存する次に掲げる市に該当するもののう

ち、昼夜人口比率が概ね 1.0未満の都市を除い

たもの。 

１）地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第

252 条の 19 第１項の指定都市 

２）地方自治法第 252 条の 22 第１項の中核市 

３）地方自治法の一部を改正する法律（平成26年

法律第 42号）附則第２条の施行時特例市 

４）県庁所在市 

５）連携中枢都市圏構想推進要綱（総務省自

治行政局長通知）の連携中枢都市 

１）地方自治法（昭和 22年

法律第 67 号）第 252

条の19第１項の指定都

市 

２）地方自治法第 252条の

22 第１項の中核市 

３）地方自治法の一部を改

正する法律（平成 26 年

法律第 42 号）附則第２

条の施行時特例市 

４）県庁所在市 

５）連携中枢都市圏構想推

進要綱（総務省自治行

政局長通知）の連携中

枢都市 

地方生活圏 

中心都市 

大都市地域及び沖縄県を除く全国において、都

市と周辺の農山漁村が一体になるよう設定した

生活圏域（地方生活圏、二次生活圏）の中心と

なる都市。 

昭和 43 年に建設省が「地

域開発の主要課題」におい

て提唱し、昭和 44 年度以

降に圏域を設定 

定住自立圏に

おける中心市 

生活に必要な都市機能について一定の集積が

あり、近隣市町村の住民もその機能を活用して

いるような、都市機能がスピルオーバーしている

都市。 

【要件】 

①人口：５万人程度以上（少なくとも４万人超） 

②昼夜間人口比率：１以上（合併市の場合は、

人口最大の旧市の値が１以上も対象とする。） 

③地域： 

・三大都市圏の都府県 (＊)の区域外の市 

・三大都市圏の都府県 (＊)の区域内では、通

勤通学者のうち、特別区又は指定都市に通

勤通学する者の割合が、１割未満の市 

＊埼玉､千葉､東京､神奈川､岐阜､愛知､三重､

京都､大阪､兵庫､奈良 

定住自立圏構想推進要綱

に基づき形成された定住自

立圏の中心都市 

２次生活圏中

心都市 

役場、診療所、集会所、小中学校等基礎的な

公共公益的施設を中心部に持ち、それらのサー

ビスが及ぶ地域の中心都市。圏域範囲は半径

4～6km 程度。 

ー 
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▼重要な空港・港湾等 

施設名 施設の概要 
法令等による 

位置づけ 

空

港 

拠点空港 国際・国内の航空輸送網の拠点となる空港 

空港法第４条に基づき、国

土交通大臣または空港会社

が設置・管理する空港 

その他のジェット

化空港 

定期旅客便を有する空港のうち、ジェット機の

運用が可能な空港 

空港法第２条に基づく、公共

の用に供する飛行場 

港

湾 

国際戦略港湾、

国際拠点港湾 
国際・国内の海上輸送網の拠点となる港湾 

港湾法第 2 条第 2 項に定め

のある、国際海上輸送網又

は国内海上輸送網の拠点と

なる港湾その他の国の利害

に重大な関係を有する港湾 
重要港湾 

鉄

道

駅 

コンテナ取扱駅 

鉄道コンテナ輸送とトラック輸送との間の載せ

替え拠点のうち、トップリフター駅 

※山陰側はコンテナ取扱駅がないため、ORS

を指定 

鉄道事業法に基づく事業許

可を取得した JR貨物株式会

社が運営する貨物駅 

代表駅 
新幹線駅もしくは乗降客数が最多の駅 

（出典：平成２９年都市計画現況調査） 
ー 
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イ）拠点の設定 

本計画で選定する基幹道路を検討する上で、連絡すべき拠点として設定した。 

また、基幹道路と拠点(物流拠点、防災拠点、交流・観光拠点等)を連絡するラストマイ

ルの機能強化を図ることで、広域道路ネットワークの機能をより発揮することができる。 

 

▼基幹道路により連絡する拠点 

分類 県名 拠点 

都

市
※1 

中枢中核都市 
※中国管内の 

連携中枢都市は

中枢中核都市に

含まれる 

鳥取県 鳥取市 

島根県 松江市 

岡山県 岡山市、倉敷市 

広島県 広島市、呉市、福山市 

山口県 下関市、宇部市、山口市 

地方生活圏 

中心都市 

鳥取県 鳥取市、米子市、倉吉市 

島根県 松江市、浜田市、出雲市、益田市、大田市 

岡山県 岡山市、倉敷市、津山市 

広島県 広島市、福山市、三次市 

山口県 下関市、宇部市、山口市、萩市、岩国市、周南市 

定住自立圏に

おける中心市 

鳥取県 鳥取市、米子市、倉吉市 

島根県 松江市、浜田市、出雲市、益田市 

岡山県 津山市、備前市 

広島県 三原市、庄原市 

山口県 下関市、山口市、萩市、長門市 

２次生活圏 

中心都市 

岡山県 
岡山市、津山市、笠岡市、井原市、高梁市、新見市、 

真庭市、美作市 

広島県 
広島市、呉市、竹原市、三原市、福山市、三次市、 

庄原市、東広島市 

山口県 
下関市、宇部市、山口市、萩市、防府市、岩国市、長門市、 

柳井市、周南市 

空

港 
※2 

拠点空港 
広島県 広島空港 

山口県 山口宇部空港 

その他のジェット化

空港 

鳥取県 鳥取空港、美保飛行場 

島根県 出雲空港、石見空港、隠岐空港 

岡山県 岡山空港 

山口県 岩国飛行場 

港

湾 
※3 

国際戦略港湾、

国際拠点港湾 

岡山県 水島港 

広島県 広島港 

山口県 徳山下松港、下関港 

重要港湾 

鳥取県 鳥取港、境港 

島根県 境港、三隅港、浜田港、西郷港 

岡山県 宇野港、岡山港 

広島県 尾道糸崎港、呉港、福山港 

山口県 宇部港、岩国港、三田尻中関港、小野田港 

 



第２章 広域道路ネットワーク計画 

 - 10 - 

 

分類 県名 拠点 

鉄

道

駅 
※4 

コンテナ取扱駅 

鳥取県 伯耆大山、湖山 ORS 

島根県 東松江 ORS 

岡山県 岡山貨物ターミナル、東水島 

広島県 広島貨物ターミナル、東福山、大竹 

山口県 新南陽 

代表駅 

鳥取県 鳥取駅 

島根県 松江駅 

岡山県 岡山駅、新倉敷駅 

広島県 広島駅、呉駅、福山駅 

山口県 新山口駅、宇部駅、新下関駅 

※１：中枢中核都市、連携中枢都市、定住自立圏等における中心市等 

※２：拠点空港、その他ジェット化空港等 

※３：国際戦略港湾、国際拠点港湾、重要港湾等 

※４：中枢中核都市の代表駅、コンテナ取扱駅等 

 

▼基幹道路からラストマイルにより連絡する拠点の例 

分類 拠点 

物流拠点※1 

・トラックターミナル 

・卸売市場 

・工業団地 

・特定流通業務施設 

・流通業務地区 

・保税地域 

・特に地域で重要な拠点 

防災拠点※2 

・自衛隊基地・駐屯地 

・広域防災拠点（備蓄基地） 

・災害医療拠点（総合病院等） 

・道の駅（防災機能を有する道の駅） 

・災害時民間物資集積拠点 

・製油所、油槽所 

・特に地域で重要な拠点 

交流・観光拠点 
・地域で重要な観光地 

・新幹線駅及びその他主要な駅等 

※1：現在指定されている重要物流道路で考慮した主な拠点を記載 

※2：現在指定されている代替・補完路で考慮した主な拠点を記載 
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（5）広域道路ネットワーク計画 

既存の高規格幹線道路網に加え、以上の検討を踏まえ設定した広域道路ネットワ

ークを以下に示す。 

▼広域道路ネットワーク路線（鳥取県） 

路線名 分類 起点 終点 

山陰近畿自動車道 高規格道路 鳥取県鳥取市 鳥取県岩美郡岩美町 

鳥取環状道路 高規格道路 鳥取県鳥取市 鳥取県鳥取市 

北条湯原道路 高規格道路 鳥取県倉吉市 鳥取県東伯郡北栄町 

江府三次道路 高規格道路 鳥取県日野郡江府町 鳥取県日野郡日南町 

国道九号 一般広域道路 鳥取県岩美郡岩美町 鳥取県米子市 

国道二十九号 一般広域道路 鳥取県八頭郡若桜町 鳥取県鳥取市 

国道五十三号 一般広域道路 鳥取県八頭郡智頭町 鳥取県鳥取市 

国道百八十号他 一般広域道路 鳥取県日野郡日野町 鳥取県米子市 

国道百七十九号他 一般広域道路 鳥取県東伯郡三朝町 鳥取県東伯郡湯梨浜町 

※高規格道路について、高規格幹線道路は標記していない 

※起点・終点については、県内の起点・終点を記載 

 

▼広域道路ネットワーク路線（島根県） 

路線名 分類 起点 終点 

石見空港道路 高規格道路 島根県益田市 島根県益田市 

境港出雲道路 高規格道路 島根県出雲市 島根県松江市 

益田廿日市道路 高規格道路 島根県益田市 島根県益田市 

国道九号 一般広域道路 島根県安来市 島根県鹿足郡津和野町 

国道五十四号 一般広域道路 島根県飯石郡飯南町 島根県松江市 

国道百九十一号② 一般広域道路 島根県益田市 島根県益田市 

国道百八十六号他 一般広域道路 島根県浜田市 島根県浜田市 

高田大田道路 構想路線 島根県大田市 島根県邑智郡邑南町 

※高規格道路について、高規格幹線道路は標記していない 

※起点・終点については、県内の起点・終点を記載 
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▼広域道路ネットワーク路線（岡山県） 

路線名 分類 起点 終点 

北条湯原道路 高規格道路 岡山県真庭市 岡山県真庭市 

美作岡山道路 高規格道路 岡山県岡山市 岡山県勝田郡勝央町 

空港津山道路 高規格道路 岡山県岡山市 岡山県津山市 

倉敷福山道路 高規格道路 岡山県倉敷市 岡山県笠岡市 

岡山環状道路 高規格道路 岡山県岡山市 岡山県岡山市 

岡山倉敷道路 高規格道路 岡山県岡山市 岡山県倉敷市 

岡山空港道路 高規格道路 岡山県岡山市 岡山県岡山市 

国道二号 一般広域道路 岡山県備前市 岡山県笠岡市 

国道三十号 一般広域道路 岡山県岡山市 岡山県玉野市 

国道五十三号 一般広域道路 岡山県岡山市 岡山県勝田郡奈義町 

国道百八十号 一般広域道路 岡山県岡山市 岡山県総社市 

国道百八十号他 一般広域道路 岡山県総社市 岡山県新見市 

国道百七十九号他 一般広域道路 岡山県津山市 岡山県苫田郡鏡野町 

岡山県道 398 号他 一般広域道路 岡山県倉敷市 岡山県浅口市 

※高規格道路について、高規格幹線道路は標記していない 

※起点・終点については、県内の起点・終点を記載 

 



第２章 広域道路ネットワーク計画 

 - 13 - 

▼広域道路ネットワーク路線（広島県） 

路線名 分類 起点 終点 

江府三次道路 高規格道路 広島県庄原市 広島県三次市 

倉敷福山道路 高規格道路 広島県福山市 広島県福山市 

広島中央フライトロード 高規格道路 広島県東広島市 広島県世羅郡世羅町 

東広島高田道路 高規格道路 広島県東広島市 広島県安芸高田市 

福山環状道路 高規格道路 広島県福山市 広島県福山市 

福山本郷道路 高規格道路 広島県尾道市 広島県三原市 

岩国大竹道路 高規格道路 広島県大竹市 広島県大竹市 

東広島廿日市道路 高規格道路 広島県東広島市 広島県廿日市市 

広島呉道路 高規格道路 広島県広島市 広島県呉市 

広島西道路 高規格道路 広島県広島市 広島県廿日市市 

広島高速道路 高規格道路 広島県広島市 広島県広島市 

草津沼田道路 高規格道路 広島県広島市 広島県広島市 

益田廿日市道路 高規格道路 広島県廿日市市 広島県廿日市市 

福山御調道路 高規格道路 広島県福山市 広島県尾道市 

南北線 高規格道路 広島県広島市 広島県広島市 

広島北道路 一般広域道路 広島県広島市 広島県広島市 

国道二号 一般広域道路 広島県福山市 広島県大竹市 

国道三十一号 一般広域道路 広島県安芸郡海田町 広島県呉市 

国道五十四号 一般広域道路 広島県広島市 広島県三次市 

国道百八十五号 一般広域道路 広島県呉市 広島県竹原市 

国道百八十二号 一般広域道路 広島県庄原市 広島県福山市 

国道百八十五号他 一般広域道路 広島県竹原市 広島県三原市 

国道百八十六号他 一般広域道路 広島県山県郡北広島町 広島県広島市 

国道四百八十七号他 一般広域道路 広島県呉市 広島県江田島市 

尾道北道路 構想路線 広島県尾道市 広島県尾道市 

高田大田道路 構想路線 広島県安芸高田市 広島県安芸高田市 

※高規格道路について、高規格幹線道路は標記していない 

※起点・終点については、県内の起点・終点を記載 

 



第２章 広域道路ネットワーク計画 

 - 14 - 

▼広域道路ネットワーク路線（山口県） 

路線名 分類 起点 終点 

岩国大竹道路 高規格道路 山口県玖珂郡和木町 山口県岩国市 

山口宇部小野田連絡道路 高規格道路 山口県山口市 山口県山陽小野田市 

小郡萩道路 高規格道路 山口県美祢市 山口県萩市 

下関西道路 高規格道路 山口県下関市 山口県下関市 

周南道路 高規格道路 山口県周南市 山口県光市 

下関北九州道路 高規格道路 山口県下関市 山口県下関市 

国道二号 一般広域道路 山口県玖珂郡和木町 山口県下関市 

国道九号 一般広域道路 山口県山口市 山口県下関市 

国道百八十八号 一般広域道路 山口県岩国市 山口県下松市 

国道百九十号 一般広域道路 山口県山口市 山口県山陽小野田市 

国道百九十一号 一般広域道路 山口県下関市 山口県下関市 

国道百九十一号② 一般広域道路 山口県長門市 山口県萩市 

国道百九十一号 一般広域道路 山口県下関市 山口県長門市 

国道二百六十二号他 一般広域道路 山口県萩市 山口県萩市 

国道四百三十七号他 一般広域道路 
山口県大島郡周防大島町

/山口県柳井市 

山口県柳井市/ 

山口県熊毛郡上関町 

国道二百六十二号 一般広域道路 山口県山口市 山口県防府市 

国道三百十五号 一般広域道路 山口県周南市 山口県山口市 

山陽小野田・下関道路 構想路線 山口県山陽小野田市 山口県下関市 

※高規格道路について、高規格幹線道路は標記していない 

※起点・終点については、県内の起点・終点を記載 
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（1）重要物流道路とは 

平常時・災害時を問わない安定的な輸送を確保するため、国土交通大臣が物流上

重要な道路輸送網を「重要物流道路」として路線を指定し、機能強化や重点支援を実

施するもの。 

また、重要物流道路の代替・補完路をあわせて指定し、重要物流道路や代替補完

路については、災害時の道路啓開・災害復旧を国が代行することが可能となった。 

なお、近年の災害の激甚化、頻発化を踏まえ、2020年 5月に道路法等の一部を改

正する法律が成立し、その一部の施行に必要な関係政令が公布され、重要物流道路

や代替補完路以外の道路の災害復旧等についても国土交通大臣が行うことができる

ようになった。 

（2）重要物流道路及び重要物流道路の代替・補完路ネットワーク設定 

既存計画である緊急輸送道路ネットワーク計画で位置付けられている第 1 次緊急

輸送道路は、1 次拠点（県庁や地方中心都市等）間を相互連絡するように設定され

ているが、結果として膨大なリンクによる複雑な道路網となっており、重要な道路ネットワ

ークが絞り込まれていない状況である。 

上記を踏まえて、各拠点間を相互連絡するのではなく、高規格幹線道路及び直轄

国道などの幹線道路を軸として、各拠点を接続する道路ネットワークを設定することとし

た。ネットワークのイメージを下記に示す。 

 

▲重要物流道路の供用中区間の指定について（ネットワークのイメージ） 

資料/国土交通省記者発表資料（平成 31 年 4 月 1 日） 

 ＜参考＞重要物流道路及び重要物流道路の代替・補完路 
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（3）重要物流道路及び代替・補完路 

設定した重要物流道路及び代替・補完路は以下の通りである。 
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交通・防災拠点計画とは、地域における中心的な役割を担う主要鉄道駅等の交通

拠点について、利用者の利便性の向上や周辺道路の交通課題の解消を図るため、立

体道路制度の活用による空間再編や総合交通ターミナルの整備等も含め、官民連携

によるモーダルコネクト（多様な交通モード間の接続）の強化策に係る計画（交通拠点

計画）と災害時の物資輸送や避難等の主要な拠点となる道の駅や都市部の交通拠点

等について、災害情報の集約・発信、防災施設の整備など、ソフト・ハードを含めた防災

機能の強化策に係る計画（防災拠点計画）で構成される計画である。 

 

【交通・防災拠点計画の対象とする拠点】 

本計画では、以下に⽰す拠点を検討の対象として、モーダルコネクトや防災機能、物流、

交流・観光等の機能の強化策に関わる計画を策定する。 

 

機能 主な拠点 

モーダルコネクト 特定⾞両停留施設（バスタ）、道の駅、SA・PA、鉄道駅、空港、港湾 

防災 道の駅、特定⾞両停留施設（バスタ）、防災拠点 

物流 道の駅、貨物駅、トラックターミナル 

交流・観光 道の駅、SA・PA、スマート IC、観光施設 

休憩 道の駅、SA・PA、EV 充電（道の駅、SA・PA）、コンビニ 

その他 道路管理者管理施設（除雪 ST 等）、その他官庁施設 
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【中国地方における交通拠点計画の方針】 

中国地方には高次な都市機能を有する中枢・中核となる都市が山陽側を中心

に分布している一方、比較的人口規模の小さい生活圏中心都市が山陰側や中山

間も含めて広く分布する分散型の地域構造となっている。 

分散型の地域構造である中国地方において、今後対流促進型圏域づくりに資す

る重層的な広域ネットワークを形成するためには、拠点都市間あるいは地域内を結

ぶ道路ネットワーク機能の強化を図るとともに、鉄道や高速バス等の広域交通を担

う交通拠点の結節機能強化が必要である。 

交通拠点となる空港、港湾、鉄道駅は、単独ではその効果を最大限発揮するこ

とはできず、線となる道路ネットワークによって、都市等の拠点や交通拠点同士を連

絡することで、より大きな効果を生み出す。そのため、交通拠点となる空港、港湾、

鉄道駅へのアクセスを強化し、人やモノの流れの効率化を図る必要がある。 

複数の交通モード間での乗り換え利便性向上に向けて、高速道路ネットワークと

バスの高い機動性を利用するため、鉄道駅におけるバスターミナルの整備など、多

様な交通モード間の接続を強化し、利便性向上を図る。 

また、高速バスの利便性向上のため、高速バスの潜在的な利用ニーズを多様な

データで事前に見極めながら、高速道路のＪＣＴ周辺のＳＡ・ＰＡ等を活用し、高速

道路上で高速バス間の乗継ぎを可能とする拠点の強化を検討するとともに、道の駅

（SA･PA併設型など）や高速バスストップの多様な交通との乗り継ぎを含めた有効活

用等も推進する。 

なお、機能強化を進めるにあたっては、平常時には、地域の実情に即した公共交

通ネットワークの充実や賢く公共交通を使う取組により、地域住民と来訪者が快適

に移動できる環境を整備するとともに、地域の拠点として憩いや賑わい空間の創出

を図る。災害時には、交通機関として人流を確保し、さらに災害支援の活動拠点と

しても活用できるよう、防災機能の強化を図る。また、ハード・ソフト両面からのバリア

フリー対策の取組みを推進する。  

 

 1.交通拠点計画 
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【中国地方の主な交通拠点の概要】 

ア）交通拠点の位置 

山陽、山陰の沿岸部を中心に交通拠点が立地し、中山間地域にも点在するなど、広範

囲に分布している。 

鳥取県庁

島根県庁

岡山県庁

広島県庁

山口県庁

岡山市役所

広島市役所

鳥取駅倉吉駅

米子駅
松江駅

出雲市駅

江津駅

浜田駅

益田駅

津和野駅

東萩駅

下関駅

防府駅

新山口駅

徳山駅

岩国駅

広島BC

広島駅

呉駅

西条駅
尾道駅

福山駅

倉敷駅

岡山駅

津山駅

新下関駅

宇部駅

鳥取空港

米子空港

出雲空港

岡山空港

広島空港

萩・石見空港

宇部空港

岩国空港

凡 例

県庁所在地

空港

高速乗合バスの発着もしくは
停車する主要な鉄道駅※2

整備中

構想・計画段階

整備済み

都市

交通拠点

代表駅※１

政令指定都市

三次駅

※1 コンテナ取扱駅及び中枢中核都市の代
表駅。山陰側はコンテナ取扱駅がない
ためＯＲＳを指定。また、中枢中核都市
の代表駅は新幹線駅優先、新幹線がな
い市は乗降者数が最多の駅を抽出。
（出典：平成29年都市計画現況調査）

※2 NAVITIME高速バス時刻表、および各県
バス会社HP等をもとに作成。おおむね
高速バスの発着地となる個所を対象と
し、高速道路BS等の経由地は対象とし
ていない。

隠岐空港

 

▲中国地方における交通拠点位置図 

イ）拠点間の移動状況 

高速道路ネットワークを利用した都市間を結ぶ都市間高速バス網が広島市を発着地とし

た路線を中心に整備されている。 

高速バス路線と停車バス停〔単位：路線〕

【凡例】

20路線

10路線

5路線

 

▲都市間⾼速バス路線網図（発着が中国管内の都市を結ぶ路線のみ） 

資料/高速バス時刻表 2020 年～2021 年冬号 
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【交通拠点計画の強化事例】 

中国地方においては、県庁所在地駅や新幹線駅等を中心に交通結節点としての機能

強化を計画している。 

⑲広島駅

①鳥取駅

⑱呉駅

③米子駅

⑩岡山駅

㉕新山口駅

整備中
構想・計画段階
整備済み
予定なし

駅名

駅名

駅名

駅名

②倉吉駅④松江駅

⑤出雲市駅

⑧益田駅

⑨津和野駅

⑦浜田駅

⑫倉敷駅

⑪津山駅

⑰西条駅

⑳広島BC

⑬福山駅

⑯三次駅

⑭尾道駅
㉔東萩駅

㉓防府駅

㉑岩国駅
注1： NAVITIME高速バス時刻表、および各

県バス会社HP等をもとに作成。おおむ
ね高速バスの発着地となる個所を対象
とし、高速道路BS等の経由地は対象と
していない。

注2： 整備計画等は自治体等の公表資料、新
聞記事等をもとに作成。㉖下関駅

⑥江津駅

⑮竹原駅

㉒徳山駅

高速道路

一般国道

鉄道（JR）

駅（JR）

 

▲中国地方におけるバスターミナル、駅前広場の整備状況 
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▼中国地方における主な取組み（交通拠点整備計画） 

分類 
交通 

拠点 
課題 強化策 

バ

ス

タ

ー

ミ

ナ

ル 

・

駅

前

広

場

の

整

備 

整

備

中 

米子駅 

米子駅周辺地区はＪＲ山陰本線で

分断されており、駅へのアクセス利

便性が十分とは言えない。 

・駅を中心とした賑わいの創出による中心

市街地の活性化。 

・駅へのアクセス改善・交通結節点の機

能強化による公共交通の利便性向上。 

・駅南北の移動の円滑化及びユニバーサ

ルデザイン化による安全安心な歩行空

間の創出。 

岡山駅 

ＪＲ岡山駅前広場には、バス、タク

シー、一般車が乗り入れている一

方で、路面電車電停は離れた位置

にあり、市民や来訪者にとって電停

の場所がわかりにくく、他の交通機

関との乗換に時間がかかるなど利

便性が低い状況。 

路面電車を岡山駅前広場に乗り入れるこ

とで、岡山駅前電停のわかりやすさ向上、

ＪＲ等との乗換時間短縮などの利便性向

上、交差点を横断しないことによる安全性

の向上等を図る。 

広島駅 

・南口広場内には待合場所や憩い

の場といった賑わい・交流空間が

少ない。 

・広島電鉄広島駅停留場について

は、路面電車の定時性や速達性

の確保が課題。 

・路面電車が駅ビルへ進入する駅前空間

について、シンボリックでおもてなしの雰囲

気が感じられる空間とする。 

・路面電車を駅前大橋ルートから広場へ

高架で進入させ、定時性・速達性を確

保。さらに市内中心部の環状ルートを新

たに整備し、利用者利便向上を図る。 

呉駅 

・自動車・バス・歩行者など複数モ

ードが輻輳。 

・公共交通拠点へのアクセス性が

悪い。 

・バス停・港・鉄道駅の低い連結性。 

・高齢化の加速による交通弱者の

増加。 

・災害時の受入空間・設備の不足。 

①モーダルコネクトの強化 

②呉駅周辺地域の交通円滑化 

③次世代モビリティ等との連携による移動

利便性・回遊性の向上 

④防災機能の強化 

⑤官民連携による計画の具体化等を図

り、市民や観光客が快適で利用しやす

い総合交通拠点を創出。 

計

画

中 

松江駅 

一般路線､長距離路線ともに駅北

口を利用しており、バス停車スペー

スの確保等ターミナルの拡大、駅

南口の活用等が望まれる。 

ＪＲ松江駅は、最も重要な交通結節点とし

て、また松江市の玄関口としての役割が

あり、利用者の安全性やバス停車スペー

スの確保、駅南口との役割分担等も含

め、総合的に検討していく。 

 



第３章 交通・防災拠点計画 

    - 28 - 

ア）呉駅交通ターミナル整備事業計画 

呉駅周辺の交通結節機能を強化する新たな交通ターミナルの計画の具体化に向け

て、賑わいのネットワークの起点や、まちなか居住の拠点となる呉駅交通ターミナルの

事業計画をとりまとめた。 

1 階にバス・タクシー、一般車の乗降場、複合施設の 2 階の一部に待合施設を配置。

デッキにより、複合施設と JR 呉駅を接続し、シームレスな移動やユニバーサルデザイン

を導入。官民連携により、まちづくりの進展や次世代モビリティ、MaaS など将来技術も

見据えて、段階的に事業を進めていく。 

 

【呉駅交通ターミナルの将来の姿】 

 

 

【施設配置計画と事業区分［平面図・断面図］】 

国（国道31号） 呉市（呉市道） 民間

呉駅西自転車等駐車場
（バスプール） 呉駅

呉駅西自転車等駐車場
（バスプール） 呉駅

居住機能
商業・賑わい機能

等

居住機能
商業・賑わい機能

等

宿泊機能、商業・賑わい機能等

複合施設の2階の一部に待合施設

バス（複合施設内）

デッキ

バス・タクシー 一般車

2階平面図

1階平面図

至

広
島
市

至

三
原
市

至

広
島
市

至

三
原
市

※今後、民間開発事業者等との協議により変更となる場合があります。

断面図

 

資料/国道 31 号等 呉駅交通ターミナル整備事業計画 
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【災害時の物資輸送や避難等の主要な防災拠点の機能強化】 

被災時においては、一次避難場所や復旧活動の拠点として、地域防災計画等で

位置づけられた広域物流拠点等に加えて、「道の駅」や高速道路の SA/PA 等にお

ける防災機能の強化が必要とされている。 

【「道の駅」第３ステージ 新「防災道の駅」】 

「道の駅」は、これまで避難住民の受け入れや被災地支援の前線基地となるなど、

防災拠点としての機能を発揮してきた。平成 30年 7月豪雨においても、中国地方の道

の駅では、一時避難場所や飲食料品の提供、災害廃棄物仮置き場、道路の被災状

況の情報提供など防災拠点としての役割を果たしている。 

今後も「道の駅」では、広域的な復旧・復興の活動拠点としての役割や地域の一時

避難所としての役割を担うため、災害時に求められる機能に応じて必要な施設や体制

の整備を検討していく。 

また、「道の駅」の中でも災害時に広域的な防災機能強化を図る「道の駅」（防災道

の駅）では、大規模災害時等の広域的な復旧・復興活動拠点として、自衛隊、警察、

テックフォース等の救援活動の拠点や救援物資等の基地としての機能強化を図る。さ

らに、地域住民や道路利用者、外国人観光客も含め、他の防災施設と連携しながら安

全・安心な場を提供する。各「道の駅」でも、地域の防災計画に基づいて、ＢＣＰの策定、

防災訓練など災害時の機能確保に向けた準備を着実に実施する。 

 

【災害時の「道の駅」活用イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲災害時の「道の駅」の主な役割 

資料/第 1 回「道の駅」第 3 ステージ推進委員会 配付資料 

 2.防災拠点計画 
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【中国地方の道の駅状況】 

道の駅（供用中）

道の駅（供用予定）

広域的な防災機能強化を図る「道の駅」

重要物流道路

代替・補完路

※重要物流道路、代替路・補完路についてはR3.4.1時点

広域防災拠点※

※広域防災拠点は各県の地域防災計画よりプロット

鳥取県

岡山県

広島県

島根県

山口県

 

▲「道の駅」の防災機能強化（「道の駅」位置図） 

 

▼中国地方における広域的な防災機能強化を図る道の駅 

都道府県 道の駅 

鳥取県 大栄、北条公園、ポート赤崎、はっとう、犬狭、はわい、神話の里 白うさぎ、 

清流茶屋 かわはら、若桜、きなんせ岩美、にちなん日野川の郷、西いなば気楽里 

島根県 掛合の里、頓原、ゆうひパーク浜田、ゆうひパーク三隅、赤来高原、湯の川、 

シルクウェイにちはら、サンピコごうつ、たたらば壱番地、ごいせ仁摩 

岡山県 みやま公園 

広島県 西条 のん太の酒蔵 

山口県 長門峡、願成就温泉、萩・さんさん三見、ゆとりパークたまがわ、ソレーネ周南 
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なお、重点支援対象となる「防災道の駅」として中国地方で 3駅（全国で 39駅）が令

和 3 年 6 月に初めて選定された。 

 

▲中国地方の「防災道の駅」（令和 3 年 6 月時点） 

 

■道の駅「みやま公園」 （岡山県玉野市） 

【広域的な防災拠点としての機能と分担範囲】
・消防庁、警察庁やテックフォースの広域進出拠点とし
ての機能を有する。
・同様の拠点として位置付けのある道の駅やSAを、災
害の発生場所や被災状況に応じて使い分けることで、
リスク分散を図ることとしている。

宇野港

道の駅
「みやま公園」

水島IC

吉備SA
E2

E30

山陽自動車道

本
州
四
国

連
絡
道
路

  

  

 

 

至岡山
至宇野

非常電源設備 ヘリポート

ヘリポート

通信設備（衛星携帯電話）

防災倉庫

給水施設

防災トイレ

非常電源設備

防災倉庫

通信設備

発電量4kW、燃料150L、連続運転時間72時間

簡易トイレ用テント
（一般用（12個）、車椅子等用（2個））

 

▲道の駅「みやま公園」の概要 
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■道の駅「西条 のん太の酒蔵」（令和 4 年度供用予定） （広島県東広島市） 

【広域的な防災拠点としての機能と分担範囲】
・広島県では、被災地における災害対策活動を迅速か
つ効果的に実施するため、救援物資輸送拠点及び
救援部隊集結拠点を指定配置し、災害発生時に必
要に応じて開設することとしている。救援部隊集結拠
点については、警察、消防、自衛隊の拠点を県内に
24箇所指定配置している（令和3年5月現在）。
当該道の駅は、警察及び自衛隊の救援部隊集結
拠点として、主に県中央部地域の災害に対応するこ
とを想定している。

道の駅
「西条 のん太の酒蔵」

（令和4年度供用予定）

西条IC

志和IC

（仮称）八本松SIC
（整備中）

E2

山陽自動車道

 

E75

東広島・呉自動車道

▲整備イメージ
 

▲道の駅「西条 のん太の酒蔵」の概要 

 

■道の駅「ソレーネ周南」 （山口県周南市） 

【広域的な防災拠点としての機能と分担範囲】
・本駅は、県瀬戸内側の中央部に位置していることか
ら、高規格幹線道路や地域高規格道路等の道路
網を活用することによって、岩国市から下関市に至る
瀬戸内部及び内陸部の各被災地域を支援できるア
クセス性に優れた広域活動拠点となる。
また、県内の「道の駅」の中では最大規模の駐車場
面積を有しており、一定規模の支援部隊の駐留が
可能である。

道の駅
「ソレーネ周南」

徳山西IC E2

山陽自動車道

 

非常用発電機

防災倉庫

マンホールトイレ

井戸(非飲料)

※建物の耐震化済

A=11,950㎡

 

▲道の駅「ソレーネ周南」の概要 
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近年、自動運転や AI・ICT 等の新技術活用等の新たな技術革新が進み、我が国を

取り巻く環境にも大きな変化が見られる状況にあり、中国地方においても、地域道路経

済戦略研究会（中国地方研究会）において、研究や実証実験が行われている。 

ICT 交通マネジメント計画とは、ETC2.0 等をはじめとした ICT 等の革新的な技術を積

極的に活用した交通マネジメントの強化に関わる計画である。 

 

 

 

【中国地方における交通マネジメント強化の方針】 

中国地方では、人口減少や急速な高齢化、多発・激甚化する災害、インフラの老朽化

など様々な課題を抱えている。今後も持続可能な成長を実現していくためには、急速な

発展・普及を遂げる ICTや、様々な機関の豊富なデータを連携させ、各種課題解決を図

るとともに、それらを活用したスマートシティの取組み等を推進していくことが求められる。 

新たな ITS サービスとして、ETC2.0 の導入により、道路交通の速度等のビッグデータ

を収集する体制が構築されており、今後は収集したデータを最大限に利活用し、渋滞

回避支援や安全運転支援等の情報提供の高度化を図る。 

また平常時だけでなく、災害時の取組みとして、今後発生する可能性がある大規模

災害時においても ETC2.0 等を活用した道路防災情報の提供を行う。 

都市部においては複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に組み合わせ

て、地域や観光地における移動の利便性向上と既存公共交通の有効活用を図る。

MaaS の普及に取り組むとともに、過疎・高齢化が進行していくことが想定される中山間

地域においては、日常生活に必要なサービス機能を維持するため、自動運転による外

出支援サービスの導入や移動手段を提供し、移動利便性の向上をもたらす「新たなカ

テゴリーの乗り物」である超小型モビリティの導入検討を行う。 

人気の観光地を多く抱えている中国地方においては、観光地における車の渋滞や、

混雑による施設の利便性の低下などオーバーツーリズムとも言える問題が発生してお

り、ICT や AI、ビックデータを最大限に活用し、混雑回避・目的地への待ち時間のない

誘導などの交通マネジメントを強化する。 

さらに、社会インフラの老朽化対策として、効率化・高度化された予防保全型メンテ

ナンスの導入を目指す。 

第 4 章 ICT 交通マネジメント計画 

 1.交通マネジメントの強化 
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▼中国地方における主な取組み（ICT 交通マネジメント） 

分類 取組み内容 

交

通

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト

分

野 

AI・ICT を活用した交通

量観測と観光地渋滞

対策（駐車場予約） 

・宮島エリアにおけるストレスフリー観光※ 

・出雲大社地区における AI技術によるリアルタイムな満空情報の把握・

提供※ 

その他交通マネジメント 

・ETC2.0 等のビッグデータを用いた分析 

・観光地におけるその他渋滞解消の取組み※ 

自

動

運

転

関

係

分

野 

中山間地域における自

動運転 

・道の駅を拠点とし

た自動運転サー

ビスの実証実験 

 

・島根県飯石郡飯南町の道の駅「赤来高原」 

・岡山県新見市の道の駅「鯉が窪」 

・楠こもれびの郷（山口県） 

・自動運転社会を見据えた次世代運行サービスの取組み 

（広島県福山市）※ 

そ

の

他 

MaaS 

・訪日外国人向け「観光型 MaaS」実証事業（鳥取県・島根県） 

・過疎地型 Rural MaaS 事業（島根県大田市） 

・地域住民の利便性向上のための MaaS（広島県広島市） 

・しおまち（潮待ち）観光 MaaS 実証実験（広島県福山市） 

・先進過疎地対応型 MaaS 検討・実証プロジェクト（広島県庄原市） 

・新山口駅における新たなモビリティサービス調査・実証実験 

（山口県山口市）※ 

スマートシティ 

・益田サイバースマートシティ（島根県益田市） 

【先行モデルプロジェクト】 

・中山間地・自立モデル検討事業（広島県三次市） 

【先行モデルプロジェクト】 

・倉敷市中心市街地活性化協議会倉敷駅周辺地区スマートシティ検

討ワーキンググループ（岡山県倉敷市） 

【重点事業化促進プロジェクト】 

・KURE スマートシティコンソーシアム（広島県呉市） 

【重点事業化促進プロジェクト】 

・ふくやまスマートシティモデル事業コンソーシアム（広島県福山市） 

【重点事業化促進プロジェクト】 

その他新規施策 ・AI オンデマンドバスの実証実験（智頭町）※ 

※地域で実施しているこれらの事例についても、取組状況を注視し、必要に応じて協力や取組成果の活用

等を検討する。 
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【交通マネジメントの強化事例】 

 1.交通マネジメント分野  

（1）AI・ICT を活用した交通量観測と観光地渋滞対策（駐車場予約） 

ア）宮島エリアにおけるストレスフリー観光 

世界遺産である厳島神社を擁する宮島では、外国人観光客も多く訪れ、年々観光

客が増加する一方で、車の渋滞や、混雑による施設の利便性の低下などオーバーツー

リズム（観光公害）とも言える問題が発生しており、これらを解消するために、AI や IoT の

技術を導入する取り組みが行われている。 

繁忙期に国道や駐車場にカメラや車両検知センサーを設置し、混雑状況を収集し 

AI 分析にて把握。観光客に事前に交通手段の推薦や駐車場の満空情報を提供する

ことで行動回避を促す。また混雑する島内では観光客の流動などをカメラで把握しスム

ーズな周遊を誘導するほか、トイレに混雑検知センサーを設置し、混雑情報等を提供

する。 

これらの収集された情報は個人情報に関わる部分は破棄され、分析されたデータの

みが観光客にアプリを通じて提供される仕組みとなっている。 

 

 

▲宮島エリアにおけるストレスフリー観光 

資料/ひろしまサンドボックス推進協議会 
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イ）出雲大社地区における AI 技術によるリアルタイムな満空情報の把握・提供 

全国から多くの人が訪れる出雲大社では、観光繁忙期には観光交通が増加し、出

雲大社周辺へのアクセスルートで顕著な渋滞が発生している。渋滞解消の取組みとし

て、令和元年度には、AI技術を活用した駐車場満空情報の把握・提供および、二次交

通（シャトルバス）を組み合わせた駐車場事前予約サービスを実施。結果としてサイト閲

覧者のうち約 4 割の行動変容が確認された。 

 

 

▲AI 技術によるリアルタイムな満空情報の把握 

資料/令和 2 年度第２回島根県幹線道路協議会交通渋滞対策部会 配布資料 
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（2）その他交通マネジメント 

ア）ETC2.0 等のビッグデータを用いた分析 

広島空港と広島都市圏の連絡は自動車の依存度が高いが、旅行時間にバラつきが

あり、空港利用者の発着地によっては複数の経路が選択可能であるが、有効に機能し

ていない状態である。刻々と変化する交通状況に応じた最適経路の情報提供による信

頼性向上が課題となっている。 

過去の山陽道の渋滞とリムジンバスの運行実績の分析をもとに、渋滞程度と通過所

要時間を予測し、事業者に情報を提供。経路変更、運行継続等の利用者の利便性に

資する事業者の行動変容を促進する実証実験等が行われた。 

 

渋滞
発生

山陽道

広島熊野道路

渋滞発生
広島
空港

ボトルネック
(交通集中・通行規制)

先発バス

広島BC

次発以降のバス

山陽道

広島熊野道路

渋滞発生
広島
空港

次発以降のバス

広島BC
次発バス

運行診断結果を基に
運行経路変更

山陽道

広島熊野道路

渋滞緩和
広島
空港

広島BC

運行診断結果を基に
渋滞緩和のタイミングを予想し
山陽道経由の運行を再開次

発
以
降
の
バ
ス

山陽道

広島熊野道路

渋滞発生
広島
空港

運行中止

渋滞解消

ボトルネック
(交通集中・通行規制)

先発バス

広島BC

次発以降のバス

山陽道

広島熊野道路

広島
空港

運行再開
広島BC

次発以降のバス

渋滞解消後に運行再開

運
休

渋滞
発生

従来の空港リムジンバスの運行 情報提供に基づく運行継続 事前情報提供による
空港アクセスの利便性向上

広島空港アクセス経路
の現状の分析

空港アクセス経路の
所要時間の変動

アクセス所要時間
と外的要因の関係

過去の空港リムジンバス
運行の診断

渋滞状況と運行実
績の分析

【データ】ETC2.0、

交通事故、通行規
制 他

【データ】ETC2.0

【データ】ETC2.0、

空港リムジンバス走
行ログ

空港リムジンバスの
行動変容

渋滞の発生要因

の特定

経路変更の

有効性の分析

運休判断の

妥当性の評価

情報提供

 

▲ETC2.0 プローブデータを用いたリムジンバス事業者への情報提供と効果検証（実証実験） 

資料/第 8 回地域道路経済戦略研究会 配布資料 



第４章 ICT交通マネジメント計画 

    - 38 - 

 

 

▲空港への所要時間（予測）の提供による信頼性向上に向けた研究 

資料/第 12 回地域道路経済戦略研究会 配布資料を基に加工  
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イ）観光地におけるその他渋滞解消の取組み 

その他、鳥取砂丘周辺ではＶＩＣＳを活用し、カーナビと連動した駐車場満空情報の

提供や、倉敷美観地区では今後 AI カメラ等を用いた情報提供（経路変更の促進、運

用改善）を検討しており、下関市街地においても、ETC2.0 プローブデータ情報を活用し、

経路ごとの所要時間の整理による時間短縮の把握、新たな誘導経路を検討している。 
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 2.自動運転関係分野  

（1）中山間地域における自動運転 

高齢化が進行する中山間地域における人流・物流の確保のため、自動運転サービ

スの社会実装を目指し、実証実験が実施されている。 

 

ア）道の駅を拠点とした自動運転サービスの実証実験 

「道の駅」等を拠点とした自動運転サービスの２０２０年までの社会実装を目指し、実

証実験を実施。中国地方では、道の駅赤来高原（島根県）、道の駅鯉が窪（岡山県）、

楠こもれびの郷（山口県）で行われている。 

 

①島根県飯石郡飯南町の道の駅「赤来高原」 

島根県飯石郡飯南町の道の駅「赤来高原」において、平成 29 年 11 月には短期間

（7 日間）の自動運転サービスの実証実験を実施し、令和 2 年 9 月からは長期間（40

日間）の実証実験を実施した。走行空間の確保や運行管理システムなどの技術面だ

けでなく、事業採算性などのビジネスモデル面も検証する。 

 

▲自動運転サービスの運行管理システム 

 

▲自動運転サービスの将来のビジネスモデル（案） 

資料/松江国道事務所記者発表資料（令和 2 年 8 月 21 日） 



第４章 ICT交通マネジメント計画 

    - 41 - 

②岡山県新見市の道の駅「鯉が窪」 

市役所支局や診療所等が併設され、住民サービス部門モデル道の駅に認定されて

いる道の駅「鯉が窪」において、平成 30年に地域内の生活の足や物流の確保に向けて

実証実験を行った。 

 

 

▲道の駅「鯉が窪」 自動運転実証実験ルート 

資料/岡山国道事務所記者発表資料（平成 30 年 2 月 28 日） 
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③楠こもれびの郷（山口県） 

平成 29 年度にフィージビリティスタディ（机上検討）を行う箇所として選定され、主に

ビジネスモデルの具体化に向け検討を実施。平成 31 年には楠こもれびの郷をサイクリ

ングの拠点として機能強化し、地域資源を活用したサイクリング周遊ルートの設定により、

都市部からの観光客を呼び込むほか、地域内の生活の足や物流の確保に向けて実証

実験を実施した。 

 

 

▲楠こもれびの郷における実験の目的･背景 

資料/「楠こもれびの郷」を拠点とした自動運転サービス地域実験協議会第 3 回会議 配布資料 
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イ）自動運転社会を見据えた次世代運行サービスの取組み（広島県福山市） 

福山市と、ソフトバンク株式会社とトヨタ自動車株式会社の共同出資会社である

MONET Technologies 株式会社は、自動運転社会を見据えた次世代運行サービスに

関する業務連携協定を 2019 年 3 月に締結。スマートシティの実現に向けた次世代運

行サービスの実証実験や先端技術を活用した次世代運行サービスによる地域活性化

に向けた取組などの連携を行う。 

協定に基づく取り組みとして、福山市服部学区を対象に「服部学区 乗合タクシー」

を運行する実証実験を、2019 年 3 月から 5 月まで実施。この実証実験では、通院や

買い物などの移動の効率的な運行方法や利便性を検証した。 
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 3.その他  

（1）MaaS 

MaaS（マース：Mobility as a Service）とは、地域住民や旅行者一人一人のトリップ単

位での移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の移動サービスを最適に

組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスであり、観光や医療等の目的

地における交通以外のサービス等との連携により、移動の利便性向上や地域の課題解

決にも資する重要な手段となるものである。 

 

ア）訪日外国人向け「観光型 MaaS」実証事業（鳥取県・島根県） 

山陰エリアを訪れる外国人観光客の広域周遊促進と消費拡大を目的として、訪日

外国人向けアプリ「VISIT SANIN TOURIST PASS」において交通フリーパスを販売。このフ

リーパスでは鳥取県全域及び島根県東部の路線バス等が 3 日間乗り放題となる。アプ

リには観光施設の入場パスや飲食店等の割引特典、目的地までの経路検索機能が既

に提供されており、交通フリーパスと組み合わせることで、山陰での広域周遊促進・消

費拡大を図る実証事業として実施された。 

 

 

▲山陰での訪日外国人向け「観光型 MaaS」実証事業 

資料/中国運輸局記者発表資料（令和元年 11 月 26 日） 
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イ）過疎地型 Rural MaaS 事業（島根県大田市） 

大田市温泉津町井田地区において、地域住民の生活交通として、AI を活用した配

車・予約システムを備えたオンデマンド型乗合タクシー「井田いきいきタクシー」の運行を

実施。定額制の乗り放題サービスで、合わせて、タクシー車両を活用した農産品等の

配送サービス（貨客混載）や買い物代行等の生活サービスの提供も実施している。 

 

 

▲大田市における過疎地型 Rural MaaS 事業 

資料/中国運輸局記者発表資料（令和元年 11 月 8 日） 
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ウ）地域住民の利便性向上のための MaaS（広島県広島市） 

分かりやすく乗りやすい公共交通にするため、1枚のフリーチケットで路面電車および6事

業者のバスを乗降可能にするなどの取り組みや、交通空白地でのAI活用型オンデマンド交

通の運行を行い、自家用車から公共交通への転換を図る取組みなどを実施する。 

 

 

▲広島市における地域住民の利便性向上のための MaaS 

資料/スマートシティ官民連携プラットフォーム 
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エ）しおまち（潮待ち）観光 MaaS 実証実験（広島県福山市） 

福山市の主要な観光地において電動レンタサイクル、路線バス、タクシー、グリスロな

どの交通機関を利用した移動と、駅周辺、鞆の浦の観光コンテンツを連携させた検索・

予約・決済を行うことが出来る観光型 MaaS の実証実験を実施した。 

 

 

▲福山市におけるしおまち（潮待ち）観光 MaaS 実証実験 

資料/スマートシティ官民連携プラットフォーム 
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オ）先進過疎地対応型 MaaS 検討・実証プロジェクト（広島県庄原市） 

広島県庄原市では、「先進過疎地対応型 MaaS 検討会」が主体となり、過疎地の

「観光交通」と「地域交通」の改善と、それによるお出かけの機会の創出、地域経済の

活性化を目的として、国土交通省「新モビリティサービス推進事業」のサポートを受け、

実証実験を実施した。 

2019 年度には帝釈峡（上帝釈地区）を対象に、①観光地までの二次交通アクセス

としてのデマンド交通の導入、②観光地内の回遊手段としてのグリーンスローモビリティ

の導入、③旅行行程や観光地情報を一元的に提供するWebサービスの導入を内容と

する実証実験を実施した。 

2020 年度には前年度の課題解決も含めて、社会実装に向けて、さらに踏み込んだ

生活交通等に使える MaaS の実用化に向けた実証実験を実施した。 

 

▲庄原市における先進過疎地対応型 MaaS 検討・実証プロジェクト 

資料/中国運輸局記者発表資料（令和元年 7 月 31 日）、庄原 MaaS 検討協議会ホームページ 
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カ）新山口駅における新たなモビリティサービス調査・実証実験（山口県山口市） 

山口市産業交流拠点施設（令和 3年 4月供用開始）を核とした、新たなモビリティサー

ビス調査・実証事業として、やまぐち MaaS 用 Web アプリ「ぶらやま」を活用したタクシーツ

アーや超小型モビリティの貸出、デジタルチケットの販売などの実証実験を実施する。 

 

 

 

▲新山口駅における新たなモビリティサービス調査・実証実験（1/2） 

資料/山口県記者発表資料を基に加工（令和 2 年 11 月 26 日） 
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▲新山口駅における新たなモビリティサービス調査・実証実験（2/2） 

資料/山口県記者発表資料を基に加工（令和 2 年 11 月 26 日） 
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（2）スマートシティ 

「スマートシティ」とは都市の抱える諸課題に対して、ICT等の新技術を活用しつつ、マ

ネジメント（計画、整備、管理・運営等）が行われ、全体最適化が図られる持続可能な

都市または地区を示す。 

令和元年５月に全国の牽引役となる先駆的な取組を行う「先行モデルプロジェクト」、

国が重点的に支援を実施することで事業の熟度を高め、早期の事業化を促進していく

「重点事業化促進プロジェクト」がそれぞれ選定された。 

中国地方では、「先行モデルプロジェクト」として益田サイバースマートシティ（島根県

益田市）と、中山間地・自立モデル検討事業（広島県三次市）が選定。「重点事業化

促進プロジェクト」は、倉敷市中心市街地活性化協議会/倉敷駅周辺地区スマートシテ

ィ検討ワーキンググループ（岡山県倉敷市）、ＫＵＲＥスマートシティコンソーシアム（広島

県呉市）、ふくやまスマートシティモデル事業コンソーシアム（広島県福山市）が選定。

他に、スマートシティ推進パートナーとして、宇部まちなか人流センシング協議会も選定

されている。 

 

 

▲スマートシティモデル事業箇所図（R1～R2） 

資料/国土交通省記者発表資料（令和 2 年 7 月 31 日） 
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ア）益田サイバースマートシティ（島根県益田市）【先行モデルプロジェクト】 

市内に敷設されている光ファイバー網を活用したＩｏＴ基幹インフラシステムを構築す

ることにより、監視センサーの活用等によるインフラ維持管理の大幅の効率化等を図り、

効果的な防災計画や維持管理計画を構築。新技術を活用した新ビジネスの創出や人

的交流の拡大を図る。 

 

 

▲益田サイバースマートシティ（島根県益田市） 

資料/国土交通省記者発表資料（令和 2 年 4 月 24 日） 
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イ）中山間地・自立モデル検討事業（広島県三次市）【先行モデルプロジェクト】 

三次市川西地区では、地域住民出資による事業体「(株)川西郷の駅」が主体となっ

て持続的な施設運営に取組んでおり、民間事業者は技術的な支援を実施。住民主体

の事業とデータ利活用による高付加価値ビジネスの展開により中山間地域の持続可能

な社会の実現を目指す。 

 

 

▲中山間地・自立モデル検討事業（広島県三次市） 

資料/国土交通省記者発表資料（令和 2 年 4 月 24 日） 
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ウ）倉敷市中心市街地活性化協議会 

倉敷駅周辺地区スマートシティ検討ワーキンググループ（岡山県倉敷市） 

【重点事業化促進プロジェクト】 

対象区域では GW、SW、年末年始の観光シーズン等における交通混雑や、駐車場

周辺における混雑が住民及び観光客の利便性を著しく損なっており、また持続可能な

賑わい構築が課題となっている。 

駐車場や交通のリアルタイムデータを収集、AI で分析するとともに、公共交通と連携

することで、状況に応じた案内を行うとともに、まちなか歩きを誘導する「スマート・パーク

アンドライド」を実現する。 

 

 

▲倉敷駅周辺地区スマートシティ検討ワーキンググループ（岡山県倉敷市） 

資料/国土交通省記者発表資料（令和元年 5 月 31 日）、スマートシティ官民連携プラットフォーム 
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エ）KUREスマートシティコンソーシアム（広島県呉市）【重点事業化促進プロジェクト】 

平成３０年７月豪雨災害を教訓に、スマートシティの取組による復興と地方都市が抱える

課題の解決を目指す。また、呉駅周辺地域総合開発のポテンシャルを活かし、スマートモ

ビリティの先駆的実装を進め、次世代モビリティネットワークの形成及びオールくれによるス

マートシティの拡大を目指す。 

 

 

▲KURE スマートシティコンソーシアム（広島県呉市） 

資料/KURE スマートシティモデル事業 実行計画 
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オ）ふくやまスマートシティモデル事業コンソーシアム（広島県福山市） 

【重点事業化促進プロジェクト】 

福山市では交通事業者における深刻な運転手不足等が進むなか、山間地域等の

市民生活に大きな影響を与える地域公共交通の利便性の向上が課題となっている。

オンデマンドによる乗合タクシー運行の実績等を踏まえ、「流しタクシー」の活用により共

同運行システムの導入等により公共交通の効率化等の実現を目指す。 

 

 

▲ふくやまスマートシティモデル事業コンソーシアム（広島県福山市） 

資料/国土交通省記者発表資料（令和元年 5 月 31 日）、スマートシティ官民連携プラットフォーム 
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（3）その他新規施策 

ア）AIオンデマンドバスの実証実験（智頭町） 

中山間地域における交通手段確保にあたり、従来のバス中心から共助交通やタクシー

を組み合わせた新たな交通システムを構築し、その効率的な運用を図るため、AIオンデマ

ンドシステムの導入等を検討している。 

 

▲AI オンデマンドバスの実証実験（智頭町）事業イメージ図 

資料/智頭町地域公共交通計画（令和 2 年 3 月） 
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ビジョンの「ICT 交通マネジメントにおける基本方針」に基づき、推進体制の強化を図る。 

 

中国地方整備局

施策課題に対する連携
（分析・検討）

地域道路経済戦略研究会 中国地方研究会

共有

【各種データ】
○ETC2.0プローブデータ
○AIカメラの交通動向データ
○交通量計測装置による観測データ
etc

共有
【個別検討】
○各県道路交通渋滞対策部会
○広島・呉・東広島都市圏
災害時交通マネジメント検討会

勧告・助言

ICT交通マネジメント推進体制

○地域道路経済戦略研究会中国地方研究会と連携・協力しながら、中国ブロックが一体となって
ICTを活用した新たな道路施策や交通マネジメントを推進するための検討体制を強化。

 

▲計画事例（ICT 交通マネジメント推進体制の強化） 

 

▼中国地方におけるデータ共有・検討体制 

機関 概要 

地域道路経済戦略研究会 

中国地方研究会 

有識者より地域の道路を活かした政策提言を頂くととも

に、道路空間の有効活用による地域経済活性化戦略と、

これを実現するための社会実験・実装について研究を行

うことを目的に設立。 

各県道路交通渋滞対策部会 県内の渋滞対策を効率的に推進するための検討を実施。 

広島・呉・東広島都市圏 

災害時交通マネジメント検討会 

災害時の経済・産業活動、日常生活活動への影響を最

小限に留めるため、交通システムマネジメント及び交通需

要マネジメントの推進を図る目的で設立。路線バスの災害

時臨時経路の運用、広報活動など、様々なソフト面の対

策を実施。 

 

その他、島根県では産学官連携による ICT 推進態勢の構築、山口県では「新たな

地域交通モデル検討委員会」の設置等が検討されている。 

 2.推進体制の強化 


